


























































 第 2 章では，MNE がFDI（海外完全子会社）を通して，中間財の生産を行う際，本社と現地
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行う場合のOEM は，特にODM（Original Design Manufacturing）と呼ばれている． 





























































































 Antràs and Helpman（2004）では，Melitz（2003）を拡張して，参入における固定費と契約
の不完備生性が存在する状況下で，企業の参入形態を議論している．後続の研究，Helpman, 
Melitz, and Yeaple（2004）では，市場参入の固定費，貿易における輸送コスト及びFDI におけ
る固定費をそれぞれ導入した上で，Melitz（2003）モデルの枠組みを用いて，企業の参入形態を
理論面と実証面の両方で分析している． 
 更に，Melitz（2003）とGrossman and Helpman（1991）のモデルを組み合わせ，グローバ
ル化と経済成長の関係を動学モデルで分析した研究が，Naghavi and Ottaviano （2009，2010）
である．これらの研究はR＆Dによる正の外部性（＝ラーニング効果）が経済成長に及ぼす影響












本研究の主要部は，第 2 章から第 8 章からなる本論である．最後に，最終章（＝結論）では，
本論の内容を踏まえて，本研究のまとめと今後の展望が述べられる．以下では，第 2～8 章まで
の各章を概要することにする． 

















 第 4 章（スキル習得のインセンティブと市場構造）では，本社企業（MNE）が，完全子会社で
の垂直統合か，外部委託によって調達する場合に，部品サプライヤーが外部委託を行うためのイ
ンセンティブ条件を踏まえて，自国（North）の労働者が，事前にスキル習得をする条件を，外部
                                                   
6 以下，MNEと呼ぶ． 
7 出典：「不完備契約における外部機会の存在と多国籍企業の所有権構造」熊本学園大学 経済論集，第 18巻
（2011） 















に及ぼす影響を詳細に分析する．主要結果として，Leahy & Montagna (2009)と異なり，競合企
業間の生産性が等しいケースであっても，競合し合う企業間で，参入形態の選択が異なる非対称
均衡が，唯一存在することが示される． 
















 第 8 章（企業の参入形態と輸出補助金）は，Melitz (2003)，Antràs and Helpman（2004）等，




















 最後に，第 9 章では本研究のまとめと今後の展望が述べられる．本論文の章構成と各章の関連
を以下の図 1.1 に示すことにする．第 2 章と第 3 章のモデルは，Krugman 型の一般均衡モデル

















1. Antràs, Pol (2003). “Firms, Contracts, and Trade Structure.” Quarterly Journal 
of Economics, 118, 1375–1418.  
2. Antràs, Pol (2005). “Incomplete Contracts and the Product Cycle." American 
Economic Review, 95, 1054–1073.  
3. Antràs, Pol, and Elhanan Helpman (2004). “Global Sourcing.” Journal of 
Political Economy, 112, 552–580.  
4. B Ito, E Tomiura, and R Wakasugi (2007) “Dissecting Offshore Outsourcing and 
R&D: A survey of Japanese Manufacturing Firms” RIETI Discussion Paper 
Series 07-E –060  
5. Chamberlin, Edward. The Theory of Monopolistic Competition. Cambridge, 
Mass.: Harvard Univ. Press, 1962. 
6. Coase, Ronald H. (1937). "The Nature of the Firm". Economica. 4 (16): 386. 
7. Feenstra, Robert (1998). “Integration of Trade and Disintegration of Production 
in the Global Economy.” Journal of Economic Perspectives, 12, 31–50  
8. Grossman, Gene, and Elhanan Helpman (2002). “Integration vs. Outsourcing in 
第 1 章 
（研究動機と論文の概要） 
第 2 章，第 3 章 
（Krugman 型） 
第 4 章，第 7 章 
（Antràs 型） 
第 5 章，第 6 章 
複占市場 
独占的競争市場 
第 8 章 
（Melitz 型＋複占市場） 




Industry Equilibrium.” Quarterly Journal of Economics, 117, 85–120.  
9. Grossman, Gene, and Elhanan Helpman (2003). “Outsourcing versus FDI in 
Industry Equilibrium.” Journal of European Economic Association, 1, 317–327.  
10. Grossman, Sanford, and Oliver Hart (1986). “The Costs and Benefits of  
Ownership: a Theory of Vertical and Lateral Integration.” Journal of Political 
Economy, 94, 691–719.  
11. Hart, Oliver, and John H. Moore (1990). “Property Rights and the Nature of the 
Firm.” Journal of Political Economy, 98, 1119–1158.  
12. Helpman, Elhanan (2006). “Trade, FDI, and the Organization of Firms.” NBER 
Working Paper No. 12091.  
13. Helpman, Elhanan, Marc J., Melitz, and Stephen R. Yeaple (2004). “Export 
versus FDI with Heterogeneous Firms.” American Economic Review, 94, 300–
316.  
14. Mark J. Melitz (2003) “The impact of intra-industry reallocations and aggregate 
industry productivity.” Econometrica, Vol.71.No 6, 1695-1725.  
15. McLaren, John (2000). “Globalisation and Vertical Structure.” American 
Economic Review, 90, 1239–1254.  
16. Nathan Nunn (2007) “Relationship-Specificity, Incomplete Contracts, and the 
Pattern of Trade” The Quarterly Journal of Economics 122(2): 569-600  
17. Paul Krugman (1980). “Scale Economies, Product Differentiation, and the Pattern 
of Trade”, The American Economic Review, Vo.70, No5  
18. Vernon, R. (1966). “International investment and international trade in the 
product cycle.” Quarterly Journal of Economics, 80(2), 190-207. 
19. Williamson, Oliver (1985). The Economic Institutions of Capitalism. Free Press.  
20. 冨浦英一『アウトソーシングの国際経済学』日本評論社 




































                                                   
14 Foreign Direct Investment の略 






































                                                   





































                                                   
18 例えば，Nathan Nunn (2007)を参照． 
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また， Agihon, Dewatripont, and Rey (1994)では，関係特殊投資の契約によって生
じる不完備契約のホールド・アップ問題について，再交渉を伴う契約で，過少投資の問




















































𝑦(𝑖)𝑑𝑖 + 𝑧 = 𝐸 























                                                   
20 このとき，同質財の競争均衡条件，価格＝限界費用より，南の賃金率は 1 である． 
21 付録 1 を参照 




輸出される．この場合，第𝑖差別化財に特殊な 1 単位の中間財の生産量𝑥(𝑖)と 1 単位の最
終財の生産量𝑦(𝑖)は等しい．すなわち𝑥(𝑖) = 𝑦(𝑖)とする．但し，輸出に際しサミュエルソ




















る．これは南における第 i 財のための特殊な FDI 投資を意味する．この設備投資は当該
差別化財のみに有効な投資であり，本社は他の目的に設備投資を利用することはできな



















































θ ∈ (0, 1)は FDI 受入国の法的整備の度合いを表わす外生変数である．この逆数は裁判所
等の第三者が中間財の属性やその価値を明らかに出来ない確率とも解釈可能であり，法



































第 1 段階：本社企業（MNE）が生産地域の選択 
(1) 国内生産のケース 
第 2 段階：MNE が最終財の生産量（輸出量）を決定 
(2) 海外生産のケース 
① FDI（垂直統合） 
第 2 段階：本社が FDI 投資水準を決定 
第 3 段階：子会社が中間財の生産量の生産量を決定 





第 2 段階：MNE が，FDI 水準（投資水準）を決定 
第 3 段階：部品サプライヤーが中間財の生産量を決定 
第 4 段階：収益配分のバーゲニング 
 ⇒交渉決裂時に，サプライヤーは中古市場で中間財を売却 




































































𝜋𝑉 − 𝐼 
したがって，σ ∈ (1, 2)のとき，総余剰：S𝑉 = 𝜋𝑉 − 𝐼は，上に凸になり，投資最適化の二
階条件を満たす．よって，以下の条件を仮定する． 
 





























































[𝑅𝑀𝑁𝐸(𝐴, 𝐼)̅ − 𝜋
𝑉]1−𝛿 
𝑠. 𝑡.  𝑅 = 𝑅𝑆𝑢𝑝𝑝 + 𝑅𝑀𝑁𝐸 
(2.9) 













































































































































− 𝜋𝑉} (2.13) 



















+ 𝜋𝑉} − 𝐼 




 𝐴𝛼𝜎 [1 − 𝛼 (
𝜃 − 𝜌























と定義すると，仮定 2.1 より， 
lim
𝜃→∞
𝑓(𝜃, 𝜇) = (1 − 𝛼)𝜇𝜎−1,  lim
𝜃→0
𝑓(𝜃, 𝜇) = 0 
lim
𝜇→∞
𝑓(𝜃, 𝜇) = ∞,  lim
𝜇→0
𝑓(𝜃, 𝜇) = 0 














 𝐴𝛼𝜎 [1 − 𝛼 (
𝜃 − 𝜌




































最後に，本社企業 MNE の最適参入を議論する．この節では輸出と垂直統合 FDI が無
差別になる条件を求め，均衡企業数の均衡を求めることにする． 












































































































のような E が存在するための条件は， 
𝛼
1 − 2𝛼
> 0 ⟺ 0 < 𝛼 <
1
2

















































故に，（2.23）式より，S𝑂 = S𝑋を満たす，FDI の投資水準𝐼?̂?と市場規模𝐴?̂?は， 


















































𝜃 + 𝜌 ) (𝐼?̂?)
𝜎−2














































































ここで不等式（2.27）の E の存在条件は，  
1 − 2𝛼
2(1 − 𝛼)2
[1 − 𝛼 (
𝜃 − 𝜌
𝜃 + 𝜌





−4𝛼2 + 3𝛼 − 1
 
である．この不等式は，α ∈ (0, 1/2)に注意すると，常に成立し，（2.26）の分母は正にな





















≡ θ̂ where  μ ≥ μ̂ 
と定義すると， 縦軸の切片は， 
𝑛∗(0, 𝜇) =
(1 + 𝛼)(1 − 2𝛼)
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= (1 − β)
𝑝(𝑖)















= (1 − β)
𝑝(𝑗)
































= (1 − β)
𝑝(𝑗)𝑦(𝑗)






















ある．実証研究では多国籍企業（以下 MNE と呼ぶ）の海外直接投資（以下 FDI と呼ぶ）
























（2000），Grossman and Helpman （2002），McLaren（2000），Grossman and Helpman
（2002）では， 閉鎖経済モデルを用いて，不完備契約から生じる取引費用の問題を所有







本章のモデル設定では，Fosfuri, Motta and Ronde（2001），Bernhardt and Dvoracek 




























                                                   
30 垂直統合による生産と外部委託契約による生産の本質的違いは，Grossman and Hart（1986）等
で，提示されたように，MNE が海外の完全子会社による生産を行う場合は，本社は中間財に関する



































                                                   
















































 where 𝜌 ∈ (0,1) (3.1) 

















σ > 1は代替の弾力性を表し，0 < ρ < 1は差別化の度合いを表す．そして，P は価格指数
であり， 
















𝜋𝑉 = 𝑝𝑞 −ｗ𝑙 (3.6) 
となる．ここで，多国籍企業の生産費用34は変動費と固定費から成り，最終財１単位あ





+ 𝑓𝑉 (3.7) 
となる．ここで，固定費𝑓𝑉を， 
𝑓𝑉 = 𝑓 + 𝜀(𝜑) 
と仮定する．これは MNE が現地子会社との最終財の垂直統合生産を行うに際して負担






                                                   











𝜀(𝜑) = +∞ , 𝑙𝑖𝑚
𝜑→∞































1−𝛽  𝑤ℎ𝑒𝑟𝑒 R𝑆𝑢𝑝𝑝 = 𝑅 − R𝑀𝑁𝐸 (3.10) 
ここで，サプライヤーの収益をR𝑆𝑢𝑝𝑝とすると，MNE と現地サプライヤーの収益は，そ
れぞれ次のようになる． 





































ここで（3.13）より，総収益 R は， 









となる．固定費は本社企業である MNE が負担するので，MNE の利潤（＝営業余剰）
は， 

































































































図 3.1 グラフより，𝑤 < 𝑤𝑀𝑁𝐸(𝑛)のとき，𝜋
𝑂 > 𝜋𝑉となるので，労働者に支払う賃金率
が十分小さいとき，MNE はアウトソーシングを選択する．逆に，𝑤 > 𝑤𝑀𝑁𝐸(𝑛)のとき，
































𝑌(1 − 𝛽)𝜌(1 − 𝜌)





𝑛 + (𝑁 − 𝑛)(1 − 𝛽)𝜌−1








1 − (1 − 𝛽)𝜌
1 − 𝛽(1 − 𝛽)𝜌−1
𝑤𝑀𝑁𝐸 − 1] (3.24) 
賃金率𝑤𝐿は， 
𝑤𝑀𝑁𝐸 >
1− 𝛽(1 − 𝛽)𝜌−1
1 − (1 − 𝛽)𝜌








𝜀(𝜑) ≥ 0 ⟺ 𝑤𝐿 ≥ 0⟺ 𝑤𝑀𝑁𝐸 ≥ ŵ 
が成り立つ．これは労働者の努力水準が，非負になる条件と同値である．故に，以下が
成り立つ． 
0 ≤ 𝜀(𝜑) ≤
𝑌(1 − 𝜌)[1 − (1 − 𝛽)𝜌]
















ことを考慮すると，労働者の留保賃金が小さいケースでは，図 3.2 左より， 





0 ≤ 𝑤 ≤ 𝑚𝑖𝑛{?̂?,   𝑤𝑀𝑁𝐸(𝑛) } 
が成立する領域（＝領域 O）では，両者のインセンティブは両立し，アウトソーシング
が選択される．それ以外の領域（＝領域 V）のとき，MNE は垂直統合を選択し，労働者
は MNE の完全子会社での労働を希望し，両者のインセンティブは垂直統合で一致する． 
一方，労働者の留保賃金が大きいケースでは，図 3.2 右より， 





                                                   
36 ?̂?を明示化すると，次のようになる． 
?̂? =
𝑌(1 − 𝜌)[1 − (1 − 𝛽)𝜌] − 𝑁𝜀(𝜑)
𝜀(𝜑)[(1 − 𝛽)1−𝜌 − 1]
 




















?̂? ≤ 𝑤 




企業数nが増加し，領域 V が縮小する．逆に，労働者の留保賃金率が，MNE の期待賃金
率に対して大きれば，アウトソーシングを行う企業数が増加し，領域 O が拡大する．一
方，労働者の技能水準が低いとき，曲線w𝑀𝑁𝐸と，w𝐿は共に下方にシフトする．そして，












 𝑤𝐿 = 0 ⟺ ŵ =
1 − 𝛽(1 − 𝛽)𝜌−1
1 − (1 − 𝛽)𝜌
 




𝛽(𝜌 − 1)(1 − 𝛽)𝜌−2 − (1 − 𝛽)𝜌−1
1 − (1 − 𝛽)𝜌
−
𝜌(1 − 𝛽)𝜌−1(1−𝛽(1 − 𝛽)𝜌−1)























𝜀(𝜑)[𝑛(1 − 𝛽)1−𝜌 +𝑁 − 𝑛]
(1 − 𝛽)1−𝜌 − (1 − 𝛽)
≤ 𝑌 < 𝜎
𝜀(𝜑)2𝑛(1 − 𝛽)1−𝜌 +𝑁 − 𝑛








1 − (1 − 𝛽)𝜌
1 − 𝛽(1 − 𝛽)𝜌−1
𝑤𝑀𝑁𝐸 − 1] > 0 
故に，不等式が成立する条件は，右の不等式より， 
𝑤𝑀𝑁𝐸 ≥ ŵ ⟺ 𝑌 ≥ 𝜎
𝜀(𝜑)[𝑛 + (𝑁 − 𝑛)(1 − 𝛽)𝜌−1]








1 − (1 − 𝛽)𝜌




1 − (1 − 𝛽)𝜌







𝜀(𝜑)2𝑛 + (𝑁 − 𝑛)(1 − 𝛽)𝜌−1




𝜀(𝜑)[𝑛(1 − 𝛽)1−𝜌 +𝑁 − 𝑛]
(1 − 𝛽)1−𝜌 − (1 − 𝛽)
≤ 𝑌 < 𝜎
𝜀(𝜑)2𝑛(1 − 𝛽)1−𝜌 +𝑁 − 𝑛





















































𝑌(1 − 𝜌)[(1 − 𝛽)1−𝜌 − 𝛽]
[𝑌(1 − 𝜌) − 𝜀(𝜑)𝑛](1 − 𝛽)1−𝜌 − 𝜀(𝜑)(𝑁 − 𝑛)























 ここで，簡便化のために，f = 0とすると，スキル習得コスト𝜀(𝜑)が小さいとき，垂直
統合とアウトソーシングを無差別にする交渉配分の境界値をβ̂とすると，本社企業の部
品サプライヤーに対する交渉力が小さく，賃金率が大きいとき，すなわち， 
0 < β < min {
1
2
, β̂ } ,   ω(β) > 1 



























0 < β < min {
1
2
, β̂2 } ,    ω(β) > 1 
のとき，垂直統合が選択される．交渉配分が小さい，0 < 𝛽 < β̂1の場合か，または，交渉
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その際，Grossman and Hart (1986)等で論じられた，関係特殊な事前投資が仮定され
ている．Antràs (2003) では，中間財の生産に伴う不完備契約論が，所有権構造に影響
                                                   



















































 (0 < 𝛼 < 1) 





























                                                   












































                                                   












> 0  𝐶(0)＝0 
故に，最終財の資本集約度は，労働者のスキル習得の努力水準の決定要因になる．ここ
で，モデル分析の簡略化のために，このコスト関数を線形関数であるとし，次のように 
C(η)＝𝑐0 ∙ 𝜂 







北の労働者が訓練に参加すれば，中間財の投入 1 単位あたり最終財の生産量がθ > 1で
あると仮定する．また賃金率の大きさの序列を，次のように定める． 
𝑤𝑆 < 𝑤𝑁 < 𝑤𝐻 
最後に，タイム・ラインについて言及する．第 0 段階では，労働者は職業訓練を受け
るか否かの決定を行う．第 2 段階で MNE は労働集約的中間財（ローテク部品）の調達
地域の選択を行う．MNE が第 1 段階で，中間財の本国での調達を選択した場合50，第 3
段階では，中間財の生産量・価格および労働需要が決定される．そして，第 4 段階で最
終財の価格，生産量および収益が決定する．MNE が第 1 段階で，中間財の海外調達を
選択した場合51，第 2 段階で中間財の生産量と価格が決定され，第 3 段階で中間財の生














スキル習得 地域の選択 中間財の生産 収益配分交渉 収益の実現 











ℎ,   𝑚






















































































分率を1 − ϕとする．このとき，最終財の販売による総収益を𝑅𝑂，MNE の収益を𝑅𝑀𝑁𝐸，
海外の部品サプライヤーの収益を𝑅𝑆𝑢𝑝𝑝とすると， 




















𝑅𝑀𝑁𝐸 = 𝜙(𝑅 − π𝐷) + π𝐷







となる．故に，このときの MNE の利潤最大化問題は，次のようになる． 











(1 − 𝜙)(𝜃𝑝𝑦 − 𝜋𝑉





















































𝑒 = ϕθλ(1 − 𝜂𝛼)(𝑝𝑂





































π𝑀𝑁𝐸 = ϕλ(1 − 𝜂𝛼)(𝑝𝑂)
1−𝜀 + (1 − 𝜙)π𝑉 (4.20) 
π𝑆𝑢𝑝𝑝 = (1 − ϕ)[𝜆(1 − (2 − 𝜂)𝜙𝛼)(𝑝𝑂
𝑒)1−𝜀 − π𝑉] (4.21) 









度ηと MNE の部品サプライヤーに対する交渉力ϕ，南北の賃金格差の条件を検討する． 
 





















































π𝑆𝑢𝑝𝑝 > 0 ⟺ 𝜀 >
1







































1 − (2 − 𝜂)𝜙𝛼
























































(𝜀 − 1)(1 − 2𝜙𝛼)
< 𝑙𝑜𝑔ω <
𝜙𝛼
























































(𝜀 − 1)(1 − 2𝜙𝛼)
 (4.28) 




(𝜀 − 1)(1 − 2𝜙𝛼)
,   𝑙𝑜𝑔ω} <
𝜙𝛼
(𝜀 − 1)(1 − 𝜙𝛼)
 (4.29) 









> 0⟺ 𝑙𝑜𝑔ω >
𝜙𝛼
(𝜀 − 1)(1 − 𝜙𝛼)
 
𝑓𝑆𝑢𝑝𝑝(η)は，η ∈ (0,1)で単調な増加関数になる．したがって，ωの値が大きい場合， 0 < 𝜂 <

























































< 𝜔 < 𝑒𝜀 (4.30) 
が成り立つとき，η ∈ (0,1)で下に凸の関数になる． 
 
                                                   


































したがって，ωの値が小さい場合， η𝐿 < 𝜂 < 1の範囲で，MNE は海外アウトソーシン
グを行い，それ以外の範囲で MNE は垂直統合を選択する．このケースでは，参入形態

















































𝑒 ⟺ 𝐿𝑂 < 𝐿𝑂




















































} > 𝑐0𝜂 (4.32) 
が成立する条件を考える．ここで不等式の左辺は，常に労働者のスキル習得の努力水準
ηの減少関数である．一方，（4.32）右辺：𝐿𝑂
𝑒 − 𝐿𝑂は，MNE の交渉力ϕが大きい












図 4.5：資本集約度とスキル習得(1/2 < ϕ < 1) 
                                                   
60 この場合の市場規模λは十分大きいものとする． 


















































図 4.7： 資本集約度とスキル習得（生産性が高いケース） 
 
スキル習得の限界費用𝑐0の値が市場規模やスキル習得による生産性の上昇率よりも，























命題 4.2  
(1) 海外アウトソーシングが選択されるケース 
A) MNE の交渉力が大きい場合 (1/2 < ϕ < 1)，最終財の資本・労働集約度が十分
大きい場合を除き，労働者は事前にスキル習得を行うインセンティブをもつ． 




                                                   
62 この不等式は，生産性が十分低いとき成立する． 


























































































































































= 𝑤𝐻 (A4.1) 
∂π
𝜕ｍ
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寡占市場における外部委託を分析した既存研究として，例えば，Nickerson & Vanden 
Bergh (1999)，Chen et al (2004)等がある．これらの理論研究は，汎用部品を上流企業
から購入する企業を想定した寡占モデルを用いて，アウトソーシングを議論している．





                                                   
64 本章では，単に参入形態（entry mode）と呼ぶ． 
































                                                   
66 本章では，本社と部品サプライヤー間の収入配分（バーゲニング・ウェイト）を単に交渉力と呼
ぶ． 
67 Leahy & Montagna (2007)では，外国企業の交渉力の値が，自国企業のアウトソーシングの利潤
に及ぼす影響は，小さく曖昧であると述べられており，外国企業の交渉力の相対的格差が，企業間競
争を通して，中間財価格や供給量に及ぼす影響が分析されていない． 
































𝑝 = 𝑎 − (𝛾1 + 𝛾2) (5.1) 
（p：価格，𝑎 > 0：正の定数（市場規模），𝛾𝑖   𝑖 ∈ {1, 2}：企業𝑖の供給量）を想定する． 
以下の条件を仮定する． 
 1 単位の最終財生産には 1 単位の中間財（＝特殊部品）が必要 
 合成部品は価格 1 であり，特殊部品の生産 1 単位当たりに必要な合成部品の数： 
𝑒𝑖 = ?̅? − 𝑧𝑖 > 0（?̅?：正の定数， 𝑧𝑖：中間財の有効度） 
したがって，有効度の高い中間財ほど最終財を 1 単位生産に必要な合成部品の数が少な
                                                   








定する．その結果，North の企業は South から部品を調達することになる． 






企業が FDI を選択すれば，South に完全子会社を設立することになる．その場合，
South の完全子会社は限界費用r > 0で中間財を生産する．一方，企業が，アウトソーシ
ングを選択する場合，中間財 1 単位の購入価格は𝑞𝑖である．どちらの参入形態を選択し
ても，企業は，South から North への輸送費として，中間財 1 単位あたりt > 0を負担し
なければならないものとする．企業が FDI を選択する場合，事前のセットアップ費用と
して固定費 F が必要になる．この費用は，North からの South へのプラント操業費用で
あり，垂直的に統合化された完全子会社のガバナンス費用を意味する．アウトソーシン
グの固定費 F は FDI の場合よりも，一般に小さいことは明らかである．本章では，アウ




トソーシング，I は FDI を表す．アウトソーシングの限界費用は， 
𝑐𝑖
𝑂 = 𝑞𝑖 + ?̅? − 𝑧𝑖 + 𝑡 (5.2a) 
FDI の限界費用は，次のようになる。 
𝑐𝑖
𝐼 = 𝑟 + ?̅? − 𝑧𝑖 + 𝑡 (5.2b) 
一方，企業が FDI を選択する場合，利潤関数は， 
𝜋𝑖
𝐼 = (𝑝 − 𝑐𝑖
𝐼)𝛾𝑖 −𝐾𝑖 − 𝐹 (5.3) 
となる．企業がアウトソーシングを選択する場合，利潤関数は， 
𝜋𝑖
𝑂 = (𝑝 − 𝑐𝑖
𝑂)𝛾𝑖 (5.4) 
となる．このとき，部品サプライヤーの利潤関数は，次のようになる。 
𝜇𝑖 = (𝑞𝑖 − 𝑟
𝑚)𝑚𝑖 −𝐾𝑖 (5.5) 
企業がアウトソーシングを選択する場合，𝑟𝑚は部品サプライヤーの限界費用である．
一方，企業が FDI を選択する場合，𝑟は完全子会社の部品生産の限界費用である．𝑚𝑖は






本章のモデルは 4 段階ゲームである．ステージ 1 では，各企業はアウトソーシングか 
FDI を選択する．アウトソーシングが選択されれば，企業は South の部品サプライヤー
に接触し，中間財（特殊部品）の生産依頼をする．FDI が選択されれば，企業は South
でプラント（完全子会社）のセットアップ費用F > 0を負担することになる． 
ステージ 2 で，企業は中間財の開発投資水準 K を決定する．ステージ 1 で，下流企業
（本社企業）がアウトソーシングを選択すると，上流企業（部品サプライヤー）が投資
費用 K を負担する．ステージ 1 で，企業が FDI を選択すれば，完全子会社が投資費用
K を負担する． 
















= 𝑝 − 𝑐𝑖







 (k ∈ {𝑂, 𝐼};  𝑖 ≠ 𝑗) (5.7) 
 
5.3.2 ステージ 3 
ステージ 3 は，交渉ステージである．ここでは，下流の本社企業が上流の部品サプラ
イヤーと中間財の価格交渉を行う．このステージは，少なくとも一つの企業がアウトソ
ーシングを選択する場合に存在する．このステージでは，固定費 F と投資費用 K はサン
クされている．そのため，中間財価格𝑞𝑖は，以下のナッシュ・バーゲニングの最適解か
ら得られる． 
本章では，Leahy & Montagna (2009)を拡張し，下流の本社企業と上流の部品サプラ
77 
 
イヤー間で，交渉力の一般化をするために，本社企業の交渉力パラメータ𝛽𝑖  (0 < 𝛽𝑖 < 1)
を導入することにする．故に，1 − 𝛽𝑖は部品サプライヤーの交渉力である71． 






































5.3.3 ステージ 2 



























  (5.12) 
投資・産出比率：θ𝐼𝑘は，ライバル企業（＝企業 j）の参入形態（𝑘 = 𝐼, 𝑂）によって変化
する．ライバル企業が FDI を選択すると，投資水準𝐾𝑖
𝐼は，限界費用𝑐𝑖への直接的な影響
                                                   























0 < 𝛽𝑗 < 1より， 
7
12







故に，投資・産出比率θℎ𝑘（生産 1 単位当たりの投資量）について以下が成立する． 
θ𝐼𝐼 >  θ𝐼𝑂 
上記の大小関係は，競合企業間で交渉力が等しい Leahy & Montagna (2009)と同様の
結果である．下流企業の交渉力が，競合企業間で異なるケースにおいても，ライバル企
業がアウトソーシングを選択する場合よりも，ライバル企業が FDI を選択する場合の方


















                                                   
72 詳細は文末 Appendix 参照 

































































𝑂𝑂, with  θ𝑂𝑂 =
(1 − 𝛽𝑖)(7 + 𝛽𝑗)
16 − (1 − 𝛽𝑖)(1 − 𝛽𝑗)
 (5.15b) 
（5.15b）より， θ𝑂𝑂は 𝛽𝑗の増加関数であり，𝛽𝑖の減少関数である77． 
7(1 − 𝛽i)
𝛽i + 15










≈ 0.46となる．したがって，企業 i の投資・産出比率θℎ𝑘（生
産 1 単位当たりの投資量）において，以下が成立する． 
 θ𝑂𝐼 >  θ𝑂𝑂 
この大小関係は Leahy & Montagna (2009)と同様の結果である．下流企業の交渉力
が，競合企業間で異なるケースにおいても，ライバル企業がアウトソーシングを選択す
る場合よりも，ライバル企業が FDI を選択する場合の方が，自企業の生産 1 単位あたり
                                                   




75 FDI の投資水準は，企業が決定するため，企業にとって常に最適な投資水準である． 
76 詳細は本章末の Appendix 参照 









5.3.4 ステージ 1 

































ここでは North の両企業の生産性が等しく，North にある上流企業と South にある
下流企業の生産性が等しいケース(𝑟 = 𝑟𝑚)を前提にして，各企業の参入形態の均衡を議
                                                   
















が成立する．故に，ライバル企業がアウトソーシング（O）を選択れば，企業 i は FDI
（I）を選択し，ライバル企業 j が I を選択すれば，自企業は O を選択するのが効率的に
なる． 




[1 − (𝜃𝐼𝐼)2] − (𝛾𝑖
𝑂𝐼)
2
< 𝐹 < (𝛾𝑖
𝐼𝑂)
2


























故に，輸送費 t を所与とすると，ガバナンス・コスト F が小さい場合，ライバル企業
j の戦略に依らず，企業 i は FDI を選択し，F が大きい場合はアウトソーシングを選択
する．したがって， F が小さい場合の最適反応は，ライバル企業の戦略に依らず，常に
I である．一方で F が大きい場合の最適反応は，ライバル企業の戦略に依らず，常に O
である．しかし，中位の F では，Leahy & Montagna (2009)と異なり，複数の最適反応


























ライバル企業 j の最適反応を踏まえ，ナッシュ均衡を導出する．そこで以下では，𝛽𝑖 >
𝛽𝑗のケース80に限って，参入形態の均衡を考察する．均衡は明らかに 4 つのタイプ：（II），
（IO），（OI），（OO）から成る．最初の文字は企業 i の参入形態を表し，2 番目の文字
は，企業 j の参入形態を表す． 
 
図 5.2：均衡：𝛽𝑖 > 𝛽𝑗のケース 
 
図 5.2 の領域 ABC 内では，企業 j が I を選択すると企業 i は O を選択し，企業 j が O
を選択すると企業 i は I を選択する．一方，企業 j は常に O を選択し，均衡は IO にな
る．領域 ACD 内では，企業 j が I を選択すると企業 i は O を選択し，企業 j が O を選
択すると企業 i は I を選択する．一方，企業 i が I を選択すると企業 j は O を選択し，
企業 i が O を選択すると企業 j は I を選択する．すなわち，相手企業と異なる戦略がナ
ッシュ均衡である．領域 ADE 内では，企業 j が I を選択すると企業 i は O を選択し，
企業 j が O を選択すると企業 i は I を選択する．一方，企業 j は常に I を選択し，均衡
は OI になる． 
  
                                                   


































I II   IO 
O OI OO 
 




I II   IO 
O OI OO 
 




I II   IO 







I. F が大：線分 AB の右上領域⇒両企業とも O を選択（OO） 
II. F が中：領域 ABC 内⇒（IO） 
III. F が中：領域 ACD 内⇒複合的非対称均衡（IO And OI） 
IV. F が中：領域 ADE 内⇒（OI） 
V. F が小：領域 AE0 内⇒両企業とも I を選択（II） 
 
ここでは，𝛽𝑖 > 𝛽𝑗のケースで均衡を考察する．領域 ADE 内では，企業jは O を選択す
ると，中間財価格が低下し，限界費用が低下するが，収益（＝レント）の大部分をサプ






の効果を増幅させる．そのため，レントの観点から O の選択する方が有利になる． 
 領域 ABC 内では，固定費 F が比較的大きく，企業jは I を選択すればレントの低下を
招くため，企業jは常に O を選択する．一方，自企業（＝企業i）にとって，相手企業（＝










きく働く．それ故，自企業の I の選択は，相手企業の O の選択を補強する効果をもつ．
したがって，相手企業よりも交渉優位にある，自企業の I の選択は，O の選択よりも投
資費用の低下を通じて，レントの増加を促す．この結果，相手企業が O を選択するとき，















                                                   
81 𝛽𝑖 = 𝛽𝑗のケース81では，F が中程度の大きさ（領域 ACD 内）で，（IO）と（OI）の二つの非対称
均衡が存在する．企業 j が I を選択する場合，企業 i が I を選択すれば，投資コスト K が増加し，供
給量が減少し，企業 i は O を選択する．一方，企業 j が O を選択する場合，企業 i が O を選択すれ










ここでは，生産性と生産費用が 2 企業で異なる一般的なケースを議論する． 
 
5.5.1 生産性が異なるケース 
ここでは，ρ ≡ r − r𝑚として，上流企業と下流企業の生産性が事前に異なるケースで
の均衡を議論する．競合する各企業の供給量𝛾𝑖
ℎ𝑘 > 0に注意すると，それぞれの無差別
曲線は，曲線の減少部分に限られる．均衡の領域は，以下の図 5.3 で示す通りである． 
無差別曲線：𝜋𝑖
𝑂𝐼 = 𝜋𝑖





フトする．故に，競合する両企業の交渉力の値が大きいほど，OO の領域と II の領域






域（図 5.3 領域 a）と比較的大きな領域（図 5.3 領域 b）とで同一の非対称均衡が存在
する． 
縦軸 F の右（ρ > 0）では，部品サプライヤーの生産性が本社企業よりも高く，アウ
トソーシングの選択が有利に働く，縦軸 F の左（ρ < 0）では，本社企業の生産性が部
































ρの値（ρ < 0）を所与として，上記の単一非対称均衡の存在理由を𝛽𝑖 > 𝛽𝑗のケース
で，考察する．F の値が比較的小さな場合（図 5.3 領域 a），企業 j は常に FDI を選択
する．アウトソーシングを選択すれば，部品サプライヤーの限界費用が大きいため，中
間財価格が上昇し，供給量が減少するためである．企業 j の交渉力の低さはこの影響を
促進する．一方，企業 i はアウトソーシングを選択する．企業 i がアウトソーシングを
選択すれば，交渉力の大きさが中間財価格の上昇による限界費用の増加を抑制すると同
時に，企業 j との競争は中間財価格の低下を促進する．したがって，F の値が比較的小
さな場合であっても，アウトソーシングの選択は企業 i にとって有利に働くのである． 
F の値が比較的大きな場合（図 5.3 領域 b），企業 i は常にアウトソーシングを選択す
る．アウトソーシングを選択すれば，交渉力の高さは中間財価格を低下させ，供給量が
増加するためである．一方，企業 j は FDI を選択する．企業 j がアウトソーシングを選
択すれば，部品サプライヤーの限界費用が大きいため，中間財価格が上昇し，供給量を
下げてしまう．企業 j の交渉力の低さはこの効果を促進する．企業 j が FDI を選択すれ
ば，企業 j の投資は，自己の限界費用を下げるが，同時に企業 i の限界費用を低下させ
る．しかし，企業 i の交渉力が大きいため，その効果は小さい．したがって F の値が比




𝜌 = 0 ⟺ 𝑟 = 𝑟𝑚 






図 5.4：生産費用が非対称なケースでの参入形態（𝛽𝑖 > 𝛽𝑗） 
 
 
図 5.5：生産費用が非対称なケースでの参入形態（𝛽𝑖 < 𝛽𝑗） 
 
図 5.4 と図 5.5 より，生産性の格差（ϕの大きさ）拡大に伴って，企業 i が FDI を選
択し，企業 j がアウトソーシングを選択する傾向が強まる．したがって，生産性が高い
企業ほど FDI を選択し，生産性の低い企業ほどアウトソーシングを選択する． 
 𝛽𝑖の増加は，企業 i の 2 つの無差別曲線と，𝜋j
𝐼𝑂 = 𝜋j
𝑂𝑂を下方にシフトさせ，OO と OI
の均衡領域を拡大させ，IO の均衡領域を縮小させる．一方，𝛽𝑗の増加は，企業 i の 2 つ
の無差別曲線と，𝜋j
𝑂𝐼 = 𝜋j




(1) 生産性の高さは，FDI を促進させる． 
(2) 生産性の高さは，交渉優位にある企業のアウトソーシングを促進させ，交渉劣位に
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(1 + 𝛽𝑖)(7 + 𝛽𝑗)
16 − (1 − 𝛽𝑖)(1 − 𝛽𝑗)







(1 + 𝛽𝑖)(1 + 𝛽𝑗)








16 − (1 − 𝛽𝑖)(1 − 𝛽𝑗)





2(1 + 𝛽𝑖)(1 − 𝛽𝑗)











(1 + 𝛽𝑖)(7 + 𝛽𝑗)
16 − (1 − 𝛽𝑖)(1 − 𝛽𝑗)
=
(1 − 𝛽𝑖)(7 + 𝛽𝑗)






𝑎 − 2𝛾𝑖 − 𝛾𝑗 − 𝑐𝑖
h = 0 
(i). h = 𝐼の場合： 
𝑎 − 2𝛾𝑖 − 𝛾𝑗 − (𝑟 + ?̅? − θ
𝐼𝑘𝛾𝑖 + 𝑡) = 0 
∴  𝐴𝐼 − 2𝛾𝑖 − 𝛾𝑗 + η
𝐼𝑘𝛾𝑖 = 0 
ここで， 





(ii). h = 𝑂の場合： 









𝛾𝑖 + 𝑡) = 0 
∴  𝐴𝑂 − 2𝛾𝑖 − 𝛾𝑗 + η
𝑂𝑘𝛾𝑖 = 0 
ここで， 
𝐴𝑂 = 𝑎 − ?̅? − 𝑟𝑚 − 𝑡,  η𝑂𝑘 = θ𝑂𝑘 −
3(1 − 𝛽𝑖)
2(1 + 𝛽𝑖)






とする．故に，（5.6）式，企業 i の最適化の一階条件は， 
Ah − 2γi − γj + η
hkγi = 0 where h ∈ {I, O}  ⋯(A5.1) 
一方，ライバル企業 j の最適化の一階条件は， 
Ak − 2γj − γi + η




(2 − ηkh)Ah − Ak
3 − 2(ηhk + ηkh) + ηhkηkh
  ⋯(A5.3) 
 
𝑟 = 𝑟𝑚のケース 
𝐹 = 0かつ，全ての企業（部品サプライヤー含む）で生産性が対称的なケースを考察す
る．ここで，𝑟 = 𝑟𝑚, F = 0を仮定し，𝐴




3 − 2(η𝐼𝑘 + η𝑘𝐼) + η𝐼𝑘η𝑘𝐼




√1 − (𝜃𝐼𝑘)2(1 − η𝑘𝐼)

























(1 − 𝛽𝑖)(7 + 𝛽𝑗)






(i). k = Iの場合： 
η𝐼𝐼 = θ𝐼𝐼 =
2
3






















22 − 2𝛽𝑖 +
(𝛽𝑖 − 1)(𝛽𝑖 − 2)
2(1 + 𝛽𝑖)
(17 − 𝛽𝑖)






































𝐴 = 0.2A 
√5
7






A ≈ 0.12A 
√𝜋i𝐼𝐼 ,  √𝜋i𝑂𝐼 
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(ii). k = 𝑂の場合： 
√𝜋𝑖
𝐼𝑂 =
√1 − (𝜂𝐼𝑂)2(1 − η𝑂𝐼)




√144 − (7 + 𝛽𝑗)
2
[1 +
(𝛽𝑗 − 1)(𝛽𝑗 − 2)
2(1 + 𝛽𝑗)
]𝐴
22 − 2𝛽𝑗 +
(𝛽𝑗 − 1)(𝛽𝑗 − 2)
2(1 + 𝛽𝑗)
(17 − 𝛽𝑗)



































(1 − 𝛽𝑖)(7 + 𝛽𝑗)








































































































A = 0.25A 
1
3
A ≈ 0.33𝐴 
√𝜋i𝑂𝑂 










 (144 − (7 + 𝛽𝑗)
2

















(1 − 𝛽𝑖)(7 + 𝛽𝑗)
















(144 − (7 + 𝛽𝑗)
2

































































故に，簡便化のために𝑎 − ?̅? − 𝑟 = 1として，無差別曲線のグラフを描くと，図 5.1 のよう
になる． 
 
C) 5.5 節：生産性が非対称なケース 
(i). 上流と下流の両企業の生産性が非対称なケース 



















) (AO − 𝜌) − 𝜌












(144 − (7 + 𝛽𝑗)
2





(1 − ηIO)AO + 𝜌





























(1 − 𝛽𝑖)(7 + 𝛽𝑗)
















































































































企業 i の交渉力が大きくなると，II の均衡領域は縮小し，OO の均衡領域が拡大する．



































(1 − 𝛽𝑖)(7 + 𝛽𝑗)


























(1 − 𝛽𝑖)(7 + 𝛽𝑗)
























































𝐼𝐼 (𝛽𝑖 = 1) 
𝜋𝑖
𝑂𝐼 = 𝜋𝑖








































































(ii). North の 2 企業の生産性が非対称なケース 
𝜌 = 0 ⟺ 𝑟 = 𝑟𝑚と仮定すると，（A5.3）より， 
𝛾𝑖 =
(2 − ηkh)Ah − Ak
3 − 2(ηhk + ηkh) + ηhkηkh
 
𝐴h = 𝑎 − ?̅?1 − 𝑟 − 𝑡 
𝐴𝑘 = 𝑎 − ?̅?2 − 𝑟 − 𝑡 
ここで，ϕ ≡ ?̅?2 − ?̅?1とすると， 
𝛾𝑖 =
(1 − ηkh)Ah +𝜙
3 − 2(ηhk + ηkh) + ηhkηkh
,  𝛾𝑗 =
(1 − ηhk)Ak − ϕ














OO(𝛽𝑖 = 0, 𝛽𝑗 = 1) 
𝜋𝑖
𝐼𝑂 = 𝜋𝑖




𝐼𝑘 = (1 − (𝜃𝐼𝑘)2) [
(1 − η𝑘𝐼)AI + 𝜙






(1 − ηkO)AO + 𝜙























) (Ak + 𝜙) + 𝜙












(144 − (7 + 𝛽𝑗)
2




k + 𝜙) + 12𝜙















(3 − η𝑂𝑂)(1 − ηOO)
]
2
, 𝑤ℎ𝑒𝑟𝑒  η𝑂𝑂 =
(1− 𝛽𝑖)(7 + 𝛽𝑗)


















k + 𝜙) + 12𝜙






































) (Ak + 𝜙) + 𝜙




















(3 − η𝑂𝑂)(1 − ηOO)
]
2
 𝑤ℎ𝑒𝑟𝑒  η𝑂𝑂 =
(1 − 𝛽𝑖)(7 + 𝛽𝑗)



































































                                                   
82 参考文献[8]を参照 
83 関連するする研究は Nickerson and Vanden Bergh（1999），Chen, Ishikawa, and Yu（2004），
Leahy and Montagna（2007，2008）等を除いて少数である． 
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委託を寡占モデルで議論した，Nickerson and Vanden Bergh（1999）も同様である．  
伝統的に独占的競争モデルで用いられてきた，中間財や投資の関係特殊性の仮定を寡
占モデルに適用して，企業の参入形態を議論した研究として， Leahy and 










るにも拘らず，営業形態が両企業の間で分離するというものである．先行する Leahy and 
Montagna(2007)では，同様のモデルを用いて，アウトソーシングにおいて，本社企業と
                                                   




































                                                   
85 デザインや性能・機能を考慮しなければ，自動車やパソコンの特殊部品（例えば自動車のワイパ
ーやパソコンのプリンターのインク）などが良い例である． 




































界費用（＝労働投入量）を1 𝐼⁄  単位にする効果がある． 
























𝑝 = 𝑎 − (𝑦𝐴 + 𝑦𝐵) 
ここで，𝑝 > 0は最終財価格，𝑎 > 0は市場規模であり正のパラメータ，𝑦𝐴は自国財の生産
量，𝑦𝐵は外国財の生産量をそれぞれ意味する． 
各参入企業は，1 単位の中間財の生産を，1 単位の現地の労働投入のみで生産し，現地
の賃金率は 1 である． 
ライバル企業は 1 単位の中間財から 1 単位の最終財の生産を行うことができるとし，
その生産関数を， 
𝑦𝐵 = 𝜃𝑥𝐵 (𝜃 > 0) 
とする．ここで，𝑥𝐵は中間財の生産量を意味する．1 単位の最終財の生産には， 1 𝜃⁄ 単位
の中間財を必要とする．𝜃は，MNE の生産性の高さを表すパラメータである．中間財の
                                                   










𝜋𝐵 = 𝑝𝑦𝐵 − 𝑥𝐵 
となる．一方，MNE の生産関数を， 
𝑦𝐴 = 𝐼𝑥𝐴 
とする．ここで，𝑥𝐴は中間財の生産量を意味する．𝐼 > 0は中間財のカスタマイズ投資で











































最終財 y の生産 












𝜋𝐹 = 𝑝𝑦𝐴 −
𝑦𝐴
𝐼
























































− 𝜀𝐼 − 𝑓 = (y𝐴
𝐹(𝐼))
2
− 𝜀𝐼 − 𝑓 (6.6) 
 
6.3.2 外部委託 







1−𝛽 𝑠. 𝑡.  𝑅𝑀 + 𝑅𝑆 = 𝑅 
ここで，𝛽は0 < 𝛽 < 1である．𝛽は MNE のサプライヤーに対する総収入の交渉配分率
（bargaining weight）を意味する．𝑅𝑀と𝑅𝑆は MNE と現地部品サプライヤーの収入配
分を意味している．上記の問題を解くと，両当事者の最適な交渉解は， 





































































] − ε𝐼 − 𝑓 (6.10) 
このとき，サプライヤーの利潤は，次のようになる． 
𝜋𝑆 = 𝑅𝑆 −
𝑦𝐴
𝐼








































































𝑂 = 0となり，MNE が市場を独占する交渉配分の値
を， 








𝑂(β) = 𝜋𝐹} 𝑖 ∈ {1,2} 
と定義すると， 








β̂ < β1となるとき，外部委託下で MNE による市場の独占化が起こらないが， 
β1 < β̂ < β2 (6.16) 
となるとき，交渉配分が，β1 < β < β̂の範囲で，MNE による市場の独占化が起こるケー
スが存在する． 
                                                   
92 証明については本章末の付録を参照． 
93 証明については本章末の付録を参照． 
94 ここでは交渉配分に依らず，𝜋𝑂(β) < 𝜋𝐹となるケースを想定しない．また，ライバル企業の生産性
が小さいとき，交渉配分の大きさに依存して，独占利潤（6.16）は（6.10）式の複占利潤よりも小さ


































ると，交渉配分がβ1 < 𝛽 < β2
𝑀となるとき，外部委託が選択される． 
投資水準を所与とすると，交渉配分がβ1
𝑀 < 𝛽 < ?̂?で，独占市場の下で外部委託が選択
される．一方，交渉配分が?̂? < 𝛽 < β2では，複占市場の下で外部委託が選択される．また
β1 < 𝛽 < β1
𝑀の交渉範囲では，複占市場の下で外部委託が選択されるが，独占市場の下で
FDI が選択される．交渉範囲β2 < 𝛽 < β2
𝑀では，独占市場の下で外部委託が選択されるが，
複占市場の下で FDI が選択される． 
本社企業の交渉配分が小さいとき中間財の生産が増加し，最終財の供給が増加する．
そのため，交渉配分の小ささは，戦略効果を通して，間接的にライバル企業との数量競
                                                   
95 市場規模が大きいケースでは常に独占収入が複占収入を上回るが，市場規模が小さい（6.15）を満








































𝑀 < 𝛽 <








6.5.1 投資と市場構造（FDI のケース） 















































































































6.5.3 最適投資水準（FDI のケース） 
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𝜃 − 𝑎) (1 − 𝛽)
)
𝜋𝑀




𝜃 − 𝑎) (1 − 𝛽)














𝑂 (𝐼) } 
（6.10）式と（6.16）式より， 


















𝛽(1 − 𝛽)(3 − 𝑎𝜃)(2 − 𝑎𝜃)2
3𝜃3













𝛽(1 − 𝛽)(2 − 𝑎𝜃)3
2𝜃3













𝑂      (𝛽(1 − 𝛽) >
3𝜀𝜃3









< 𝛽(1 − 𝛽) <
3𝜀𝜃3
(3 − 𝑎𝜃)(2 − 𝑎𝜃)2
)
𝐼𝑀




  (6.27) 
したがって，事後的な交渉配分の格差が小さい（＝|β2
𝑀 − β1| が短い）とき，低水準の
投資が行われ，市場の複占化が促進される．事後的な交渉配分の格差が大きい（＝
|β2

















































                                                   
99 詳細は，本章末の付録を参照 
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とおくと，β > 0より， 
π𝑂 = π𝑀
𝑂 ⟺ (𝐵 + 𝑎 −
2
𝜃
)(𝐵 − 5𝑎 −
2
𝜃





















































































𝑂の位置関係は，図 6.1 のようになる． 
 
D) 最適投資水準の明示化 
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+
−
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101 Vijay Govindarajan, et al リバース・イノベーションの例として，米国 GE ヘルスケア社の例が有名
である． 







































































                                                   
103 Antràs (2003,2005)によると，部品hはハイテク部品であり，これは開発に際し研究開発やスキル
が必要な部品である．一方，部品mはローテク部品であり，これは単純労働で作れる部品を意味する． 
























y = λ𝑝−𝜀,  λ > 0 (7.1) 




,  0 < 𝛼 < 1 (7.2) 
を意味する．そしてαは差別化の度合いを表す．また，yは最終財の需要量，pは最終財の
























は最終財企業の技術水準を意味する．ζ(η)の分母の値は，ηが低い(0 < η < 1/2)と逓増し，









本社企業は South の 1 単位の非熟練労働力を用いて，1 単位の部品mの生産を行う．
非熟練労働者の賃金率𝑤𝑢 = 1とする．その際，South から North への氷山型輸送コスト
を仮定する．South での 1 単位の部品mに対して，North では1/τ（0 < τ < 1)単位の部
品が必要であるものとする． 
一方，本社企業は，外国の 1 単位の熟練労働力を用いて，1 単位の部品hの生産を行う
ものとする．企業内部には当該部品に必要なスキルが存在しないため，事前にスキル習
得が事前に必要であると仮定する．部品h の生産では South の賃金率（𝑤𝑢 = 1）よりも
高い賃金率𝑤𝑠 > 1がスキル習得労働者に支払われる．その際の賃金率に関する大きさの
序列を次のように仮定する． 






𝑒(𝜂)＝1,    lim
𝜂→1






𝜔 ≡ 𝑤𝑠 − 𝑒(𝜂) (7.4) 
となる．労働者は，𝜔 > 1のときスキル習得行うが，ω < 1のとき，スキル習得を行わな
い．したがって，競争均衡におけるスキル労働者の労働供給条件は，次のようになる． 







ヤーが負担するが，その際サプライヤーは，現地の 1 単位の労働力を用いて，1 単位の
部品hの生産を行う． 















垂直統合が選択される場合，第 2 段階で，労働者のスキル習得が行われ，部品hの 1 単
位当たりの生産費＝賃金率が決定する．第 3 段階では，中間財の生産が行われ，第 4 段
階では最終財の生産と収益が確定する．一方，外部委託が選択される場合，第 2 段階で，
中間財の生産が，本社企業とサプライヤー間で独立に行われる．第 3 段階では，収益配
分の交渉が当事者間で行われる．第 4 段階では，最終財生産と収益が確定する． 
 
第 1 段階：部品hの調達形態の選択 
[1] 垂直統合のケース 
 第 2 段階：スキル習得の努力水準が実現 
第 3 段階：中間財の生産 
第 4 段階：最終財価格と利潤の決定 
[2] 外部委託のケース 










  第 3 段階：収益配分率が実現108 



















ここで，0 < 𝜏 < 1は氷山型の輸送費用を意味する．上記の問題を解くと，価格𝑝𝑉と最終
財の生産量𝑦𝑉が次のように求まる． 


































































































































































部品mと部品hに関する最適化の 1 階条件を整理すると，部品mと部品hの反応関数R𝑖， 






















































                                                   

































π𝑉 = 𝜋𝑂 ⇔
1− 𝛼












𝜂 ∈ 𝑎𝑟𝑔{π𝑉 = 𝜋𝑂}と定義すると， 










故に，資本集約度ηが十分大きい（η ⟶ 1）とき，π𝑉 < 𝜋𝑂となる113．ここで，あるηに対
して，（7.14）式を満たす，ϕをϕ1, ϕ2 (ϕ1 < ϕ2)と定義し， 














𝜙が中程度（＝本社企業とサプライヤー間の交渉格差が小さいとき）のとき， 0 < η < 𝜂 






式の左辺は下方にシフトする．したがって，本社企業の交渉力が0 < 𝜙 < ϕ1では，垂直





















[1 − α(1 − η)]𝜙
 
𝜋𝑂 > 𝜋𝑉 
𝜋𝑂 < 𝜋𝑉 
𝜋𝑂 < 𝜋𝑉 
η 
0 1 
𝜋𝑂 > 𝜋𝑉 
𝜂  
𝜋𝑂 < 𝜋𝑉 
1 − 𝛼



















































SW𝑣 = 𝐶𝑆𝑣 + π𝑣 
故に， 




















𝑆𝑊𝑂 = 𝜆 [
𝜀
𝜀 − 1






𝑆𝑊𝑉 = 𝑆𝑊𝑂 ⟺
1/𝛼 + 1 − 𝛼














𝜙[1 − 𝛼(1 − 𝜂)]
=
1/𝛼 + 1 − 𝛼























η = 1が図 7.7（a）の位置にある，本社企業の交渉力が小さいケースでは資本集約度が
小さいケースでは，0 < η < η̂で， 
SW𝑉 > SW𝑂,    π𝑉 > π𝑂 
η 











1/𝛼 + 1 − 𝛼







方，資本集約度が小さくないη̂ < η < 1では， 
SW𝑉 < SW𝑂,    π𝑉 > π𝑂 
が成立する．したがって，垂直統合が選択されるが，社会厚生の上では外部委託が最適




(𝑏) 0 < 𝜙 < |
𝑤s
𝑤f +𝑤s
− (1 − 𝛼)| (7.22) 
を満たすとき（7.14）・（7.19）式の右辺は，ηの増加関数になる．このときη = 1のとき，
（7.14）式の左辺は，（7.19）式の左辺よりも小さい．このときη = 1が図 7.7（b）の位
置にある，本社企業の交渉力が大きいケースでは，資本集約度が小さい0 < η < η̂で， 
SW𝑉 > SW𝑂,    π𝑉 > π𝑂 
が成立する（図 7.7 を参照）．この場合，垂直統合が選択され，それは社会厚生の上でも
最適になる． 
一方，資本集約度が中位のη̂ < η < η では， 
SW𝑉 < SW𝑂,    π𝑉 > π𝑂 
が成立する．したがって，利潤の観点から垂直統合が選択されるが，社会厚生の上では
外部委託が最適になる．資本集約度が大きいη < η < 1で， 





(c) 𝑚𝑎𝑥 {1 − 𝛼,   
𝑤s
𝑤f +𝑤s




                                                   
114 η = 1の（7.14）式の左辺は，（7.19）式の左辺よりも大きい．η = 0のとき， 𝜙 ∈ (0,1)の任意の値で，







このとき資本集約度が0 < η < 𝜂 で， 
SW𝑉 > SW𝑂,    π𝑉 > π𝑂 
が成立する（図 7.8 を参照）．したがって，利潤の観点から垂直統合が選択されるが，本
社企業の垂直統合の選択は，利潤の観点でも社会的にも最適になる． 
一方，資本集約度が𝜂 < η < 1で， 































1/𝛼 + 1 − 𝛼






































































































図 A7.1 の通り，0 < 𝜂 < 𝜂∗のとき，部品hの需要ℎ
𝑣
は，資本集約度ηの増加関数である
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金を補助金協定違反として WTO に提訴している．また，1999 年には，アメリカ・カナ
ダ間の自動車製品貿易協定（オートパクト協定）117により，カナダが一部の自動車会社
に対して自動車をアメリカから無関税で輸入していることを補助金協定違反として








                                                   
116 Melitz (2003)では，これを zero cut off point と呼んでいる． 
117 1965 年アメリカとの間に締結された自動車製品貿易協定．米加間の自動車部品および完成車貿易
は，修理用のものを除き完全に自由化された．（JETRO 日本貿易振興会 HP より） 









Antràs and Helpman (2004)では，Melitz (2003)の拡張し，海外での部品調達のため
の FDI に，契約の不完備性が存在する状況下で，企業が如何なる参入形態を選択するか
について，各参入形態119に応じた固定費の大小関係に基づいて，議論がなされている．
Helpman, Melitz, and Yeaple (2004)では，Melitz (2003)の拡張として，輸送コストや
FDI における固定費を導入した上での最適な参入形態の分析がなされている．
Grossman, Helpman, Szeidl (2005)は，自国からと外国からの部品調達の選択と，部品
の社内調達と社外調達の各 4 形態の市場参入を，市場参入の固定費と生産性との関係に
基づいて議論している． 



















                                                   























































= 𝐸 (8.2) 
ここで，𝑝(𝑖)は，第 i バラエティ財の価格を意味し，E は第三国のバラエティ財への総支
出を意味する．（8.2）の制約下で，（8.1）の効用最大化問題を解くと，以下の通り，第 i
差別化財の需要関数は， 
 𝑌(𝑖) = 𝐴𝑝(𝑖)−𝜀 
となる．（8.1）より， 
































投入により，最終財𝑦(𝑖)をθ > 0単位生産できるものとすると，生産関数は， 
𝑦(𝑖)＝𝜃𝑥(𝑖) 
と表わされる．また，1 単位の中間財x(𝑖)は自国の労働で 1 単位生産されると仮定する．




現地の労働力を投入して行われる．第三国の賃金率を 1 と仮定する． 
中間財の輸出に際して，氷解型輸送費τ ∈ (0, 1]（＝iceberg trade cost）を想定する．
ここでτ＝0は自由貿易を意味する．自国政府は，自国企業の生産性の情報を得た後，国
内の輸出企業に中間財 1 単位あたり𝑡 ∈ (0, 1)単位の補助金を供与するものとする。本章
では，この補助金は輸出補助金であり，中間財の生産時点で自国企業に供与される生産
補助金を想定していない．国内と海外（第三国）の市場参入において，企業は，それぞ
れ参入固定費：𝑓𝑑 > 0, 𝑓𝑒 > 0を負担すると仮定する．その際，国内市場の参入固定費よ
りも海外市場の参入固定費は大きいと仮定する． 
0 < 𝑓𝑑 < 𝑓𝑒 
最終財の生産には，中間財の生産費用とその組立費用が掛かるものとする．中間財の
生産 1 単位あたり，1 単位の労働を必要とする．また組立費用として，中間財 1 単位あ
たり， r > 0単位の労働力を必要と仮定する．故に，自国での生産において，最終財 1 単
位当たりの生産の限界費用𝑐𝑑は， 
                                                   
121 後述する通り，外国のライバル企業の生産に関するパラメータ表記は，アスタリスク（*）を添字
で示して自国企業のものと区別する． 
122 分布関数G(θ)は，Helpman, Melitz, and Yeaple (2004)では，次のパレート分布が想定されてい
る．本章でも同様の確率分布を想定する． 





















































𝜋𝑑 = (𝑝 − 𝑐𝑑)𝑦 − 𝑓𝑑 
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− 𝑓𝑑 （8.5） 
8.3.2 第三国市場への輸出 
ここでは自国企業が第三国に中間財を輸出するケースを考える． 
輸出のケースでは，自国政府が中間財 1 単位あたりの輸出補助金𝑡 > 0を自国企業に供
与するため，生産の限界費用は低下する．したがって，自国企業の（輸出企業の）利潤
は， 
π𝑒 = (𝑝 − 𝑐𝑒)𝑦 − 𝑓𝑒 
となる．上記の利潤最大化問題を解くと，価格𝑝𝑒と生産量y𝑒が求まる． 
𝑝𝑒 = (1 − 𝑡) (
𝑤 + 𝑟
𝛼𝜃𝜏
















企業がそれぞれ正の利潤を得ることが出来る生産性の境界値：𝜃𝑑 ,  𝜃𝑒を次のように定義
する． 
𝜃𝑑 ∈ 𝑎𝑟𝑔{𝜋𝑑(𝜃) = 0} 
 𝜃𝑒 ∈ 𝑎𝑟𝑔{π𝑒(𝜃) = 0} 





















ここで，𝜃𝑑 < 𝜃𝑒を仮定すると，補助金率に関する条件， 

















したがって，𝑎 < 𝜃 < 𝜃𝑑のとき，自国企業は市場から撤退し，𝜃𝑑 < 𝜃のとき，本国市場

























































𝐴(1 − 𝛼)𝛼𝜀−1 {[
1








































































したがって，中位の補助金率ケースでは，𝜃𝑑 < 𝜃 < 𝜃𝑒のとき，企業は国内市場に専念














































































































































) = 𝐸 (8.14) 














ここで，（8.1），（8.11），（8.12）および，𝑁𝑑 +𝑁𝑒 = 𝑁と（8.15）を用いると，自国と
第三国の間接効用の和：𝑢𝑇は，次のようになる． 


































































∗ 𝑎𝑛𝑑 𝜃𝑒 < 𝜃 
を満たす必要がある． 
 このとき第三国の第 i 差別化財は，自国とライバル国の両企業によって供給される．



























)] 𝑦 − 𝑓𝑒 





































となる．したがって，第 i 差別化財のクールノー・ナッシュ均衡125は， 
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この点の分析には，MNE の FDI 水準を内生的に決定した上での動学的な分析が有効
だと思われる．また，外部委託契約以外で，ライセンス契約等の非統合的な MNE の物
的所有権構造による MNE の参入形態の吟味の他，一般均衡論的な分析は今後の課題に
したい．その他，多国籍企業の FDI が現地の経済厚生を改善するならば，FDI の投資は
現地政府と MNE によるものとで，どちらが現地にとって望ましいか等は，企業誘致に
関わる問題であり，今後議論の余地がある問題である． 































































第 8 章では，Melitz (2003)に基づいて，独占的競争モデルの枠組みで，潜在的参入企
業の生産性が，同質でないケースを前提に，第三国における本国政府の補助金率が本企
業の市場参入に及ぼす影響を分析した．まず，政府の補助金と関税率の高さが，自国市
場のみならず，第三国市場への参入に及ぼす条件分析し，自国と第三国の経済厚生を分
析した．更に，第三国市場から得られる国内の経済厚生（＝間接効用労働需要の増加）
を期待して，自国とライバル国が，戦略的に補助金競争をするケースで，補助金率の第
三国市場への参入企業数と経済厚生への影響を観た． 
前半の分析の結果，政府の補助金は，自国企業の第三国への海外進出を促すが，生産
性の高い企業のケースでは，政府の補助金は，輸出企業の国内市場への回帰を促す可能
性があり，企業の海外進出は，必ずしも生産性の増加関数にならないことが示された．
また，政府の補助金が，自国市場から，海外市場への企業の参入を促す結果，世界の経
済厚生を改善する効果があることを確認した．更に，後半の分析で，ライバル国の補助
金率が高いケースでは，自国の輸出補助金が自国企業の海外進出を抑制する効果がある
ことを確かめた． 
但し，これらの結果は，企業のある水準の生産性を外生化して，グラフでの分析によ
り，視覚的に確かめられたものである．本章の課題としては，特定の確率分布，例えば
パレート分布をモデルに取り込み，輸出補助金の分布への影響を内生的に議論するため
に，明示的に生産性の期待値を導入することである．こうした分析を通して，本章の結
果とどのように違いがあるのかを確かめることは重要な課題である．更に，Naghavi 
and Ottaviano（2009，2010）等にしたがい，経済成長の観点から，企業の参入形態
を議論し，政策論的な視野で世界の経済厚生と自国の経済成長に及ぼす影響を分析する
ことも残された課題である． 
